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2

印南町住民税均等
割りのみ課税世帯
に対する臨時特別
給付金事業【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③令和5年度分の住民税均等割のみ課税世帯（270世帯）

R6.3.5 R6.8.13 24,269,869 24,269,626 24,269,626 0 243 支給世帯数　298世帯
物価高騰の影響を受ける低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得世帯の生活安定に寄与した。

住民福
祉課

3

印南町低所得者の
子育て世帯に対す
る臨時特別給付金
事業

①物価高が続く中で低所得者の子育て世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金及び事務費
③令和5年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯に属
する18歳以下の子ども

R6.3.5 R6.8.20 10,703,374 10,703,374 10,703,374 0 0 支給世帯数　121世帯（222人）
物価高騰の影響を受ける子育て世帯への支援を行う
ことで、子育て世帯の生活安定に寄与した。

住民福
祉課

1

印南町住民税非課
税世帯等に対する
臨時特別給付金事
業【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯　（1069世帯）

R5.12.20 R6.3.31 6,510,000 6,510,000 6,510,000 0 0 支給世帯数　93世帯
物価高騰の影響を受ける低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得世帯の生活安定に寄与した。

住民福
祉課

2

印南町住民税非課
税世帯等に対する
臨時特別給付金事
業、印南町低所得
者支援及び定額減
税補足給付金事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③低所得世帯等の給付対象世帯数（385世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（1,409人）

R6.8.1 R7.3.31 76,980,000 76,980,000 76,980,000 0 0
低所得者への給付　87世帯
定額減税　1,397人

物価高騰の影響を受ける低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得世帯の生活安定に寄与した。

住民福
祉課・税
務課

6 No.2事業（事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費
③低所得世帯等の給付対象世帯数（379世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（1,409人）

R6.8.1 R7.3.31 57,431 57,431 57,431 0 0
物価高騰の影響を受ける低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得世帯の生活安定に寄与した。

住民福
祉課・税
務課

7
印南町物価高騰対
策生活支援給付金
事業

①物価高騰等の影響を受けている町内世帯を支援するため、1世帯あ
たり30,000円を現金支給する。
②所得622万円以下の世帯（児童手当の所得制限限度額（扶養親族
数0人の場合）を基準とし、非課税世帯を除く。）に対する生活支援給
付金。
③R6年度分の所得合計が622万円以下の世帯（児童手当の所得制限
限度額（扶養親族数0人の場合）を基準とし、非課税世帯を除く）

45,684 45,747 56,880,000 38,066,000 38,066,000 0 18,814,000 支給世帯数　1,896世帯
物価高騰の影響を受ける町内世帯への支援を行うこと
で、町内世帯の生活安定に寄与した。

総務課

印南町　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート


